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（法第 31 条第３項第４号関係） 

○特定適格消費者団体である適格消費者団体（以下単に「適格消費者団体」という。）

の社員について，その数及び個人又は法人その他の団体の別（社員が法人その他の団

体である場合にあっては，その構成員の数を含む。）を記載した書類

（令和5年 3月 31日時点） 

内 訳 数 

適格消費者団体の社員数 123 名 

うち適格消費者団体の社員のうち，個人数 116 名 

うち適格消費者団体の社員のうち，法人その

他の団体数 
7 団体 

うち適格消費者団体の社員が法人その他の

団体の場合におけるその構成員数 

日本生活協同組合連合会

306 団体 

（公社）日本消費生活アドバイザ

ー・コンサルタント・相談員協会 

2,111 名 

（一財）日本消費者協会 

一般財団法人のため社員は存在しない 

青森県消費者協会 

71 名（個人 64 団体 7） 

消費者支援ネット北海道 

176 名（個人 170 団体 6） 

東京消費者団体連絡センター 

19 団体 

長野県消費者団体連絡協議会 

12 団体 


